様式第６号（第13条関係）
令和　　年　　月　　日

長野県知事　様


申請者　住所　
氏名　
　　　　　　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）



賃上げ環境整備促進補助金実績報告書



　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　号による交付決定に係る事業の実績について、賃上げ環境整備促進補助金交付要綱第13条の規定に基づき、別添のとおり報告します。

























































様式第６号別紙

１　県補助金精算表
（１）基本型事業
	①
	②
	③
	④

	基本型事業補助対象経費支出済額
（賃上げ環境整備促進補助金事業完了報告書事業費のうち、基本型事業分の実績額）
	①×補助率※１
（1,000円未満切捨て）
	基本型事業分交付決定額
（変更の承認を受けて変更した場合はその額）
	基本型事業分所要額※２
（②と③を比較していずれか低い額）

	円
	円
	円
	円




※１　引上げ前の事業場内最低賃金が1,112円～1,169円の場合は９/10（認定事業者の場合は10/10）
引上げ前の事業場内最低賃金が1,170円～1,499円の場合は３/４（認定事業者の場合は４/５）
※２　基本型事業分所要額は（税抜・税込）である。（いずれかに○をすること）

（２）人材育成追加型事業
	①
	②
	③

	人材育成追加型事業補助対象経費支出済額
（賃上げ環境整備促進補助金事業完了報告書の事業費のうち、人材育成追加型事業分の実績額）
	人材育成追加型事業分交付決定額
（変更の承認を受けて変更した場合はその額）
	人材育成追加型事業分所要額※１
（①と②を比較していずれか低い額）

	円
	円
	円



※１　人材育成追加型事業分所要額は（税抜・税込）である。（いずれかに○をすること）

２　添付書類確認表
　（提出書類を確認のうえ確認欄に○を入れてください。）
	提出書類
	確認欄

	１-①
	事業完了報告書（様式第１号の２）
※基本型事業を申請している場合
	

	１-②
	事業完了報告書（様式第２号の２）
※中小企業賃上げ・生産性向上サポート補助金（業務改善助成金上乗せ補助）を申請している場合
	

	２-①
	収支決算書（様式第１号の３）
※基本型事業を申請している場合
	

	２-②
	収支決算書（様式第２号の３）
※中小企業賃上げ・生産性向上サポート補助金（業務改善助成金上乗せ補助）を申請している場合
	

	３
	経費の支出に関する書類（納品書・領収書等の写し及び実施状況が分かる写真等）
	

	４
	賃金引上げ対象労働者の賃金台帳の写し（交付申請時に提出済みの分を除く引上げ前６カ月及び引上げ後）
※基本型事業を申請する場合
	

	５
	事業場内最低賃金を規定した就業規則（労働基準監督署の受付印のあるもの）等の写し
※基本型事業を申請する場合
	

	６
	中小企業賃上げ・生産性向上サポート補助金（業務改善助成金上乗せ補助）の
交付決定及び額の確定通知書の写し
※人材育成追加型事業のみを申請する場合
	




様式第２号の２（第６条、第13条関係）
賃上げ環境整備促進補助金　人材育成追加型事業計画（完了報告）書
	事業場の名称
	

	事業場の所在地
	

	人材育成
実施に至る背景、
解決したい課題
	

	人材育成の
具体的な内容
	※研修委託先、研修対象者（人数、役職等）、研修内容の概要等を記載

	事業実施による
効果
（生産性向上に　
資する効果）
	

	実施期間
	　　年　　月～　　　年　　月


※記入欄が不足する場合は適宜追加してください。
※研修資料等、参考となる資料がある場合は添付してください。


様式第２号の３（第６条、第13条関係）

賃上げ環境整備促進補助金　人材育成追加型事業収支予算（決算）書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分 
	予算額 
	決算額※１
	資金の調達先 

	県補助金※２ 
	 
	 
	

	自己資金 
	 
	 
	

	借入金 
	 
	 
	

	その他 
	 
	 
	

	合計
	 
	 
	



２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	決算額※１
	内　訳※３

	謝金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	会議費
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	人材育成・教育訓練費
	
	
	

	委託費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※１　予算時（交付申請）は、決算額欄は空欄としてください。
[bookmark: _Hlk212738441]※２　様式第２号の交付申請額を記載してください。
※３　区分ごとに積算根拠を記載してください。なお、欄が足りない場合は、別葉として添付してもかまいません。
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